
令和元年度～令和５年度観測研究計画

課題番号：NIED04

（１）実施機関名：

防災科学技術研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

自然災害ハザード・リスク評価と情報の利活用に関する研究

（３）関連の深い建議の項目：

4地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究

(1)地震・火山噴火の災害事例による災害発生機構の解明

(2)地震・火山噴火災害に関する社会の共通理解醸成のための研究

（４）その他関連する建議の項目：

3地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究

(1)地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化

ア. 強震動の事前評価手法

イ. 津波の事前評価手法

ウ. 大地震による災害リスク評価手法

5 研究を推進するための体制の整備

(2)総合的研究

ア. 南海トラフ沿いの巨大地震

イ. 首都直下地震

ウ. 千島海溝沿いの巨大地震

（５）総合的研究との関連：

南海トラフ沿いの巨大地震

首都直下地震

千島海溝沿いの巨大地震

（６）平成 30年度までの関連する研究成果（または観測実績）の概要：
全国を対象とした地震ハザード・リスク評価手法の高度化及び評価に必要な基盤情報の整備を進める

とともに、地域への展開を支援・促進するためモデル地域を対象とした地震ハザード・リスク評価手

法の開発に着手した。これらの検討を踏まえた地震のハザード・リスク情報ステーションの開発を行

い、情報の試験提供を行う。全国を対象とした津波ハザード評価手法の高度化及び評価に必要な基盤

情報の整備を進めつつ、全国を対象とした津波ハザード評価を踏まえた建物被害や人的被害等の津波

リスク評価に着手した。津波のハザード・リスク情報ステーションの開発を行い、情報の試験公開に

着手した。モデル地域を対象とした津波ハザード評価手法の開発に着手した。



（７）本課題の５か年の到達目標：

平時から発災時、復旧・復興時の幅広いタイムスケールの中で、各セクターの適切な対応を支援でき

るよう次の目標を達成する。全国地震動予測地図及び全国を対象とした津波ハザード評価の高度化と

ともに、全国概観版及び地域の詳細な情報提供を目的とした地域詳細版の地震及び津波のリスク評価

研究を実施し、各セクターによるリスクマネジメントを支援可能にする。風水害や土砂災害等の各種

自然災害のハザード・リスク評価を統合したマルチハザード・リスク評価手法を開発する。災害情報

収集技術や実被害情報と推定情報の融合技術によるリアルタイム被害推定・状況把握システムを開発

し、情報提供可能にする。ハザード・リスク評価やリアルタイムシステムの開発基盤として、防災シ

ミュレーションプラットフォームを開発する。研究成果の地域での防災対策や国際的な枠組みでの活

用を進める。

（８）本課題の５か年計画の概要：

＜ 2019年度＞

全国を対象とした地震ハザード・リスク評価手法の高度化及び評価に必要な基盤情報の整備を進める

とともに、地域への展開を支援・促進するためモデル地域を対象とした地震ハザード・リスク評価手

法の開発に着手する。これらの検討を踏まえた地震のハザード・リスク情報ステーションの開発を行

い、情報の試験提供を行う。全国を対象とした津波ハザード評価手法の高度化及び評価に必要な基盤

情報の整備を進めつつ、全国を対象とした津波ハザード評価を踏まえた建物被害や人的被害等の津波

リスク評価に着手する。津波のハザード・リスク情報ステーションの開発を行い、情報の試験公開を

行う。モデル地域を対象とした津波ハザード評価手法の開発に着手する。

＜ 2020年度＞

全国を対象とした地震ハザード・リスク評価手法の高度化及び評価に必要な基盤情報の整備を進める

とともに、モデル地域を対象とした地震ハザード・リスク評価手法を高度化する。これらの検討を踏

まえた地震のハザード・リスク情報ステーションの開発を行い、情報の試験提供を進める。全国を対

象とした津波ハザード評価手法の高度化及び評価に必要な基盤情報の整備を進め、情報の試験提供を

行う。また、全国を対象とした津波ハザード評価を踏まえた建物被害や人的被害等の津波リスク評価

を実施し、リスクマネジメントに資する研究に着手する。さらにモデル地域を対象とした津波ハザー

ド評価手法を高度化し、リスク評価手法の開発に着手する。

＜ 2021年度＞

全国を対象とした地震ハザード・リスク評価手法の高度化及び評価に必要な基盤情報の整備を進める

とともに、モデル地域の拡大を図り、地震ハザード・リスク評価手法を高度化する。これらの検討を踏

まえた地震のハザード・リスク情報ステーションの開発を行い、情報の本格的な提供を検討する。全

国を対象とした津波ハザード評価手法の高度化及び評価に必要な基盤情報の整備を進め、情報の本格

的な提供を検討する。また、全国を対象とした津波ハザード評価を踏まえた建物被害や人的被害等の

津波リスク評価を実施し、リスクマネジメントに資する研究を実施する。さらにモデル地域を対象と

した津波ハザード・リスク評価手法を高度化し、リスクマネジメントに資する研究に着手する。津波

のハザード・リスク情報ステーションの開発を進める。

＜ 2022年度＞

社会実装に向けて全国概観版及び、モデル地域を対象とした地震ハザード・リスク評価手法の評価、検

証、改良を行い、地震ハザード・リスク情報ステーションを高度化し、情報の本格的な提供を実施す

る。全国を対象とした津波ハザード・リスク評価を実施するとともに、モデル地域を対象とした津波

ハザード・リスク評価手法を高度化し、リスクマネジメントに資する研究を実施する。モデル地域を

対象とした津波ハザード・リスク評価手法を高度化し、リスクマネジメントに資する研究を実施する。

これらの検討を踏まえた津波のハザード・リスク情報ステーションを高度化し、情報の本格的な提供

を実施する。

＜ 2023年度＞



社会実装に向けて全国概観版及び、モデル地域を対象とした地震及び津波のハザード・リスク評価手

法の評価、検証、改良を行い、地震及び津波のハザード・リスク情報ステーションを構築する。

（9）実施機関の参加者氏名または部署等名：
マルチハザードリスク評価研究部門

他機関との共同研究の有無：無

（10）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：マルチハザードリスク評価研究部門

電話：

e-mail：

URL：http://www.j-shis.bosai.go.jp/

（11）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：藤原広行 　

所属：防災科研


